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１ プロジェクト編の位置づけ

徳島県では、デジタルで全てがつながる社会への転換を図り、「Society5.0」を通じて安

全安心で豊かさを実感できる地域を創造するための方針を示すため、「デジタルとくしま推

進プラン（ビジョン編）」（以下、ビジョン編という。）を策定しております。

「ビジョン編」では、

（１）安全安心な暮らしをしなやかに守り抜く社会

（２）全ての人に優しく、スマートで持続可能な社会

（３）新たな価値が創造され、豊かさを実感できる社会

（４）人材を育み、誰もが輝く自己実現可能な社会

の４つの「目指すべき社会」を明らかにし、その実現に必要な「基本目標（分野）」におけ

る重点戦略とその戦略を推進する項目を取りまとめております。

本プロジェクト編は、「ビジョン編」において示された「目指すべき社会」の実現に向け

て、重点戦略の各推進項目に基づき、「誰（実施主体）が、いつまでに、具体的に何を実施

するのか」を明らかにすることにより、具体的な成果に結びつけることを目的として策定

するものです。

各プロジェクトについては、徳島県（事務局）が公益財団法人ｅ－とくしま推進財団と

連携し、個々の進捗管理を行うとともに、全体の進捗状況について、ｅ－とくしま推進会

議に報告します。

また、各プロジェクト実施者は、目標の達成に向けて、各部局・関係機関と連携を図り

ながら、円滑かつ効果的に取組を進めるとともに、各プロジェクトについて、進捗状況に

応じた見直しを毎年度行います。
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２ 官民データ活用推進基本計画における基本施策

本プランは、官民データ活用推進基本法において策定が義務付けられている都道府県官民データ

活用推進計画に位置づけられており、各プロジェクトを、同基本法における「行政手続のオンライ

ン化」、「システム改革・業務見直し」、「オープンデータの推進」、「マイナンバーカードの普及・活

用」及び「デジタルデバイド対策」のほか、本県独自の施策として「先端的なデジタル技術の社会

実装」を加えた６つの基本施策との関連を整理し、効果的に施策を実施することとしている。

それぞれの基本施策に係る基本方針は次のとおりとする。

（１）行政手続のオンライン化

県への申請や届出といった行政手続のオンライン化を進めることは、県民や事業者の利便性

向上や、行政運営の簡素化・効率化につながるものである。

国は、令和２年１２月２５日に閣議決定した「デジタル・ガバメント実行計画」において、

書面・押印・対面の見直しを進め、行政手続のオンライン化を推進することを掲げており、

デジタル化による利便性の向上を国民が早期に享受できるよう、令和４年度末を目指して、

原則、全地方公共団体で、特に国民の利便性向上に資する手続について、マイナンバーカー

ドを用いてオンライン手続を可能にするとしており、さらに、令和５年６月９日に閣議決定

した「デジタル社会の実現に向けた重点計画」においては、令和６年度を目途に更なるオン

ライン手続の拡充とアナログ規制の見直しを行うとしている。

本県においては、県と市町村が共同利用する「徳島県電子申請・届出システム」を運用する

ことなどにより、「いつでも」「どこでも」利用できる利便性の高い行政サービスの提供に努め

てきたところである。

情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）において明確化

されているデジタル３原則（①デジタルファースト：個々の手続・サービスが一貫してデジタ

ルで完結する、②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要にする及び

③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップ

で実現する）を基本原則として、行政手続のオンライン化を進めるとともに、今後も、従来の

紙文化から脱却し、時間や場所に縛られずに行政サービスを受けられる電子自治体の推進に向

けた動きを一段と加速させ、県民目線のデジタル社会を実現する。

（２）システム改革・業務見直し

情報システムの見直しや、働き方改革につながる業務の見直しは、行政サービスの利便性の

向上や効率的な行政運営を行うために必要不可欠な取組である。

国は、令和２年１２月２５日に総務省が策定した「自治体デジタル・トランスフォーメーシ

ョン（ＤＸ）推進計画」において、業務改革（ＢＰＲ）を含めた自治体の情報システムの標準

化・共通化を進めるとともに、業務見直し等を契機に、ＡＩ・ＲＰＡの導入・活用を推進する

こと等を重点取組事項として掲げているところである。

本県ではこれまで、情報システム間の連携による機能向上や、システム運用経費の削減に取

り組むとともに、万代庁舎と庁外のデータセンターにシステムを二重化し、災害時の業務継続
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性を確保する「庁内クラウド基盤の構築」、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方である「テ

レワークの推進」など、徳島ならではの先進的な取組を実施してきた。

今後の県庁の業務やシステムの最適化の推進にあたっては、デジタル化の目的である「利用

者中心の行政サービス」に立ち返った業務改革（ＢＰＲ）を実施するとともに、最新デジタル

技術の活用による効率的な開発手法の採用により、業務や情報システムの不断の見直しに取り

組む。

（３）オープンデータの推進

国・地方公共団体及び事業者が保有する官民データを、誰もがインターネット等を通じて容

易に利用できるよう、機械判読に適したデータ形式で、営利・非営利を問わず二次利用が可能

な利用ルールの下で公開するオープンデータの取組は、データを県民や事業者等が活用するこ

とによって、官民の枠を超えた多様な知識交流を触発し、官民協働の促進や地域課題の解決に

つながる。

また、行政の透明性・信頼性を高めるとともに、広範な主体による公共データの編集・加工

・分析や民間データとの組合せなどを通じて、創意工夫を活かした様々な新ビジネス・新サー

ビスの創出にもつながり、県民の利便性向上が期待できる。

国は、令和３年６月に取りまとめた「包括的データ戦略」において、今後のデジタル社会の

形成に当たっても、オープンデータは、国民にデジタル化の恩恵をもたらすものとして不可欠

な取組であることから、より使いやすい形でのオープン化など、オープンデータの取組を強化

する必要があるとしている。

本県においては、平成２７年４月に徳島県オープンデータポータルサイト「Our Open Data」

の本格運用を開始し、令和２年度までに、県内の全市町村がオープンデータの取組を開始した

ところである。

オープンデータを推進するに当たっては、地域のニーズを反映したデータの公開が重要であ

り、生活に密着した市町村が保有するデータを含めた質の高いデータを公開することで、県民

や事業者等のデータ利活用による新たな価値の創造等、地域の発展に寄与する。

（４）マイナンバーカードの普及・活用

マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）は、社会保障・税・災害対策の分野で効率的に

情報を管理し、複数の機関が保有する個人の情報が同一であることを確認するために活用され

るものであり、より正確な所得把握などの「公平・公正な社会の実現」、行政手続における申請

時の添付書類削減などの「国民の利便性向上」、情報連携による「行政の効率化」などの効果が

期待されている。

このマイナンバー制度により、日本国内の全住民に指定・通知されたカードがマイナンバー

カードであり、様々な行政手続のオンライン申請や、本人確認の際の身分証明書として利用可

能となっている。

国においては、令和３年６月１８日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」に、マイナンバーカードの健康保険証利用や運転免許証との一体化等、マイナンバーカー

ドの普及・利便性の向上につながる事項を盛り込み、取組を進めている。

本県においては、全国で初めてマイナンバーカードを職員証として利用しているほか、マイ
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キープラットフォームを活用したポイント付与事業を展開するなど、マイナンバーカードの利

活用の推進に積極的に取り組んでいるところであり、引き続き「地方のヘッドクォーター（司

令塔）」として、マイナンバーカードの普及・活用の最先端モデルを創出する。

（５）デジタルデバイド対策

デジタルデバイドとは、インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用

できない者との間に生じる格差のことであり、様々な要因により発生・拡大するといわれてい

る。

一般的に、子どもや若者は技術や知識を容易に習得し、進んで習慣的に利用するようになる

ことが多いが、高齢者が新たにコンピュータの操作法などを覚えるのは困難であり、生活に取

り入れることに抵抗感があることも少なくない。また、条件不利地域における通信インフラの

普及の遅れ等により、地域間デジタルデバイドが生じることもある。

前者については、徳島県シルバー大学校大学院において、ＩＣＴ講座の卒業生が「生きがい

づくり推進員」として、シルバー大学校の講師となり、あるいは小学校でプログラミング教育

のサポートを行うなど、高齢者が地域社会の担い手として活動する制度を運用している。また、

令和３年１０月に、本県におけるデジタル人材育成の拠点として、産学官連携による「とくし

まデジタル人材育成プラットフォーム」を設置し、地域の要請にきめ細やかに対応できる「デ

ジタル支援員」を養成するとともに、アドバイザーや講習会講師として派遣することとしてい

る。

後者については、本県では、地上デジタル放送移行に伴う対策として、「全県ＣＡＴＶ網構

想」を打ち出し、市町村や事業者と一体となってケーブルテレビ網の整備を進めてきた結果、

ケーブルテレビ世帯普及率が１２年連続全国１位（令和５年３月３１日現在）となったほか、

全国屈指の高速ブロードバンド環境が整い、サテライトオフィスの誘致促進にもつながってい

る。

こうした取組の更なる展開を図り、高齢者、障がい者など、デジタル社会において弱者とい

われる方々の利便性向上とともに、光ファイバ網の整備拡大、高度化を進め、誰もがデジタル

社会の恩恵を享受できるよう、取り組んでいく。

（６）先端的なデジタル技術の社会実装

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会「Society5.0」において、

先端的なデジタル技術は重要なファクターである。

本県においては、ＩｏＴ等の技術を積極的に活用し、地域の課題解決や地域経済の活性化、

県民サービスの向上などに資する取組を、産学官が一体となって技術・知見・ニーズを結集

し、推進することを目的として、平成３０年７月に「とくしまＩｏＴ等推進ネットワーク」

を立ち上げた。同年８月には、各種センサーから得られるデータを一括して保存・整理する

データ共通基盤「とくしまＩｏＴプラットフォーム」を整備し、民間の同種サービスが充実

するまでの約５年間に渡り県内のＩｏＴ利活用推進を担った。これまでに、「とくしまＩｏ

Ｔ等推進ネットワーク」会員企業が「とくしま ＩｏＴプラットフォーム」を活用し、河川

の水位監視、雨量観測、有害獣捕獲監視、駐車場の利用状況提供などのサービスを開始した。
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また、ＡＩ技術を積極的に活用し、県行政における「情報発信の強化」や「働き方改革の

推進」につなげるため、平成２９年１０月に「ＡＩ要約サービス」の利用を開始し、令和２

年４月には、会見録・議事録の作成や県民、移住希望者、外国人労働者及び観光客などから

の問合せに総合的に回答することを目的として、「とくしま丸ごとＡＩコンシェルジュ」を

開設している。

さらに、ローカル５Ｇの環境整備と利活用を進めている。ローカル５Ｇは、地域や産業の

個別ニーズに応じて、企業や自治体等の様々な主体が、自らの建物内や敷地内でスポット的

に柔軟に構築できる５Ｇシステムである。本県は、全国に先駆けてローカル５Ｇの免許を取

得し、県立病院間における遠隔医療や、スマート農業の実装、河川監視カメラの運用などの

取組を進めている。

本県は全国屈指の光ブロードバンド環境を活かした情報通信関連産業や人材の集積が図ら

れるなど、デジタル技術の社会実装フィールドとして適した環境にあり、今後も様々な主体

と連携しながら、全国のモデルとなる「徳島ならではのＤＸ」を強力に推進する。
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３ 成果指標

本プランでは、「ビジョン編」において明らかにした４つの「目指すべき社会」を達成す

るため、各プロジェクトごとにＫＧＩ、ＣＳＦ及びＫＰＩを設定し、各プロジェクトの進

捗管理を行っている。

ＫＧＩ、ＣＳＦ及びＫＰＩの内容に関しては、各プロジェクトの見直しに合わせて修正

していく。

（１）ＫＧＩ（Key Goal Indicator）

最終的な目標数値。最終的に到達したい最も重要な数値目標であり、目指すべき社

会の達成につながる指標。

（２）ＣＳＦ（Critical Success Factor）

ＫＧＩを達成するための最重要プロセス。事業成功のポイントを表したものであり、

ＫＰＩの方向性を示す指標。

（３）ＫＰＩ（Key Performance Indicator）

最重要プロセス（ＣＳＦ）の目標数値であり、「事業成功」の「鍵」を「数値目標」

で表したもの。ＫＰＩを達成することで、ＣＳＦ及びＫＧＩの達成につながる。

ＣＳＦ
（Critical Success Factor）

ＫＰＩ
（Key Performance Indicator）

ＫＧＩ
（Key Goal Indicator） ＝ 目指すべき社会

現在
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４ ＳＤＧｓ指標

持続可能な環境や社会の実現に向け、２０１５年９月の国連総会で採択された「持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に貢献するため、プランに掲げた各施策とＳＤＧｓとの

対応関係を明らかにし、「ＳＤＧｓ日本モデル宣言」のもと、「Society5.0」を通じて安全

安心で豊かさを実感できる地域の創造を目指す。

＜ＳＤＧｓの１７の目標＞

①あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

②飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

③あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

④全ての人に包括的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

⑤ジェンダー平等を達成し、全ての女性及び女児の能力強化を行う

⑥全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

⑦全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

⑧包括的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

⑨強靱（レジリエント）なインフラ構築、包括的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー

ションの推進を図る

⑩各国内及び各国間の不平等を是正する

⑪包括的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

⑫持続可能な生産消費形態を確保する

⑬気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

⑭持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

⑮陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対

処、並びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

⑯持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての人々に司法へのアクセスを

提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

⑰持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する
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５ 案件種別

本プランでは、「リーディング」、「オンリーワン」、「ナンバーワン」の３つのコンセプト

を設定した上で、各プロジェクトがこれらに適合するものかどうかの評価を行う。

（１）

課題解決先進県として、全国に先んじて課題を解決し、日本を驚かし、ジャパンス

タンダード、世界スタンダードを目指すような取組。

（２）

他の自治体では取り組んでおらず、徳島県で唯一取り組んでいるような誇れる取組。

（３）

他の自治体と比べて、統計数字等により徳島県がナンバーワンであると認定できる

取組。

リーディング

オンリーワン

ナンバーワン
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６　プランの体系図

ビ ジ ョ ン 編 プロジェクト編

基本理念 目 指 す べ き 社 会 基 本 目 標 （ 分 野 ） 重 点 戦 略

(２)医療・福祉体制の
　　充実

①誰もが安心して利用できる、
　医療・福祉サービスの提供

①デジタル技術を活用した、
   行政サービスの向上

②豊かな暮らしにつながる
　行政のデジタル化

①平時からのシームレスな
　災害情報の共有

②インフラ管理・建設現場
　におけるデジタル技術の
　活用推進

(１)防災力の向上・
　　着実なインフラ整備

(１)人と企業が集まる
　　地域づくり

①地域の強みとデジタル技術を
  活用した、新サービスの創出

(２)スマートな環境対策
①環境に優しい循環型社会の
　実現

(３)モビリティの向上
①利用しやすい
　交通インフラの構築

①インクルーシブな
　デジタル社会の実現

(２)デジタル
　　インクルージョン

安全安心な暮らしを
しなやかに守り抜く
社会

全ての人に優しく、
スマートで
持続可能な社会

④マイナンバー
　カード利活用
　プロジェクト

(１)利便性の高い
　　行政サービス
　　の実施

(1)教育・人材育成
①学びを支える
　デジタル技術の活用

②デジタル人材の育成支援

(２)魅力ある農林水産業
　　の実現

①スマート農林水産業の推進

(３)観光誘客による
　　地域経済の活性化

①デジタル技術を活用した、
　魅力発信とにぎわいづくり

②「ｅスポーツ」による、
　にぎわいと交流機会の創出

②医療情報の
　共有推進
　プロジェクト

③行政サービスの
　向上プロジェクト

⑭Society5.0実装
　プロジェクト

⑮データ利活用推進
　プロジェクト

⑯ローカル５Ｇ
　プロジェクト

 
 
 
 
デ
ジ
タ
ル
で
全
て
が
つ
な
が
る
社
会
へ
の
転
換
を
図
り
、

 
 
 
 
「

S
o
c
i
e
t
y
5
.
0
」

を
通
じ
て
安
全
安
心
で
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
地
域
を
創
造
す
る
。

新たな価値が
創造され、豊かさ
を実感できる社会

人材を育み、
誰もが輝く
自己実現可能な社会

①災害情報の
　共有推進
　プロジェクト

⑤スマート
　自治体推進
　プロジェクト

⑥グリーン社会推進
　プロジェクト

⑦とくしま
　サテライトオフィス
　プロジェクト

⑧とくしま
　クリエイティブ
　プロジェクト

⑨テレワーク推進
　プロジェクト

⑩スマート
　農林水産業
　プロジェクト

⑪デジタル技術を
　活用した学校教育
　プロジェクト

⑫デジタル人材育成
　プロジェクト

⑬デジタル
　デバイド対策
　プロジェクト
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目指すべき社会 基本目標（分野） 重点戦略 主なプロジェクト 担当課

平時からのシームレスな
災害情報の共有

①災害情報の共有推進
　プロジェクト

とくしまゼロ作戦課

インフラ管理・建設現場
におけるデジタル技術の
活用推進

⑭Society5.0実装
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

②医療情報の共有推進
　プロジェクト

医療政策課

⑯ローカル５G
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

③行政サービスの向上
　プロジェクト

スマート県庁推進課

④マイナンバーカード
　利活用プロジェクト

デジタルとくしま
推進課

⑮データ利活用推進
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

⑤スマート自治体推進
　プロジェクト

スマート県庁推進課

⑯ローカル５G
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

スマートな
環境対策

環境に優しい循環型社会
の実現

⑥グリーン社会推進
　プロジェクト

グリーン社会推進課

⑭Society5.0実装
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

⑮データ利活用推進
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

⑦とくしまサテライト
　オフィスプロジェクト

とくしまぐらし
応援課

⑧とくしまクリエイティブ
　プロジェクト

企業支援課

⑨テレワーク推進
　プロジェクト

労働雇用戦略課

⑩スマート農林水産業
　プロジェクト

経営推進課

⑯ローカル５G
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

デジタル技術を活用した、
魅力発信とにぎわいづくり

「ｅスポーツ」による、
にぎわいと交流機会の創出

学びを支えるデジタル技術
の活用

⑪デジタル技術を活用した
　学校教育プロジェクト

教育委員会

⑫デジタル人材育成
　プロジェクト

デジタルとくしま
推進課

⑭Society5.0実装
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

⑯ローカル５G
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

デジタル
インクルージョン

インクルーシブな
デジタル社会の実現

⑬デジタルデバイド対策
　プロジェクト

デジタルとくしま
推進課

７　プロジェクト一覧表

安全安心な
暮らしを
しなやかに
守り抜く社会

防災力の向上・
着実な
インフラ整備

医療・福祉体制の
充実

誰もが安心して利用できる、
医療・福祉サービスの提供

全ての人に
優しく、
スマートで
持続可能な社会

利便性の高い
行政サービス
の実施

デジタル技術を活用した、
行政サービスの向上

豊かな暮らしにつながる
行政のデジタル化

モビリティの
向上

利用しやすい交通インフラ
の構築

新たな価値が
創造され、
豊かさを
実現できる社会

人と企業が集まる
地域づくり

地域の強みとデジタル技術
を活用した、新サービスの
創出

魅力ある
農林水産業の
実現

スマート農林水産業の推進

観光誘客による
地域経済
の活性化

（※は分野横断的プロジェクト）

⑭Society5.0実装
　プロジェクト（※）

デジタルとくしま
推進課

人材を育み、
誰もが輝く
自己実現可能な
社会

教育・人材育成

デジタル人材の育成支援
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①行政手続
のオンライ

ン化

②システム
改革・業務
見直し

③オープン
データの
推進

④マイナン
バーカード
の普及・
活用

⑤デジタル
デバイド
対策

⑥先端的な
デジタル技
術の社会実

装

すだちくんメール及び徳島県公式ＬＩＮＥの登録者数（累計） ●

災害時情報共有システムの活用による情報共有の推進 ●

すだちくんＳＮＳの個人グループ数（累計） ●

ＳＮＳやＡＩ等を活用した
災害時の情報収集・共有体制の検討回数

●

防災拠点等における無料Ｗｉ－Ｆｉアクセスポイント数（累計） ●

河川監視カメラ整備箇所数（累計） ●

道路監視カメラ整備箇所数（累計） ●

市町村によるＪアラートの定期的な情報伝達訓練の実施(回)/年 ●

Ｌアラートの安定的な運用による災害情報の発信 ●

徳島県ＬＩＮＥ公式アカウントの開設 ●

阿波あいネットの利用施設数 ●

阿波あいネットの参加同意書取得件数 ●

遠隔画像診断による遠隔読影件数 ●

阿波あいネットのセキュリティ強化
（関係省庁ガイドラインへの対応）

●

国が指定する地方公共団体が優先的にオンライン化を
推進すべき県の手続のオンライン化率

●

電子申請システム利用件数 ●

公立施設等の予約システム一元化 ●

物品の調達等に係る電子入札システムの構築・展開 ●

文化イベントにおける電子チケットの活用推進 ●

一般歳入金のキャッシュレス決済の導入 ● ●

警察行政手続のオンライン化のためのシステム構築 ●

ＬＩＮＥを活用した消費者トラブル相談事業の友だち登録数 ●

県が管理するソーシャルメディア利用登録数 ●

ソーシャルメディア連携による情報発信の体系化 ●

県庁デジタル情報発信担当者の設置 ●

ＡＩ資金コンシェルジュによる被災者支援制度の提供 ● ●

マイナンバーカード交付率 ●

商業施設等での申請手続サポート実施回数 ●

公文書の電子化率（電子決裁システム利用率） ●

ＡＩ技術活用事例数（累計） ● ●

ＡＩ活用全庁ＦＡＱシステム登録数（累計） ● ●

ＲＰＡシナリオ数（累計） ● ●

Ｗｅｂ会議設備を常設した県庁会議室数（累計） ●

テレワーク（在宅勤務等）利用環境の充実 ●

電子化した職員の諸手当認定手続数（累計） ●

遠隔立入調査件数 ●

自治体クラウド導入市町村数（累計） ●

情報システム・庁内ネットワークのセキュリティ強化 ●

ユーザーエクスペリエンス（ＵＸ）評価体制の構築及び改善 ● ●

職員向けデジタル研修受講者数 ● ●

県庁エバンジェリスト制度の創設 ● ●

2030年度温室効果ガス排出50％削減（2013年度比）

ＺＥＨの啓発活動の実施数（累計）

自立・分散型電源導入支援事業数（累計）

サテライトオフィス進出企業数 ●

サテライトオフィス新規進出企業数／年 ●

サテライトオフィス進出企業が参加する
誘致・交流イベントの開催数／年

●

③行政サービスの向上プ
ロジェクト

④マイナンバーカード利
活用プロジェクト

⑤スマート自治体推進プ
ロジェクト

⑥グリーン社会推進プロ
ジェクト

⑦とくしまサテライトオ
フィスプロジェクト

②医療情報の共有推進プ
ロジェクト

９　官民データ活用推進基本計画における基本施策対応表－１

プロジェクト名 主な指標

官民データ基本施策

①災害情報の共有推進プ
ロジェクト
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①行政手続
のオンライ

ン化

②システム
改革・業務
見直し

③オープン
データの推

進

④マイナン
バーカード
の普及・
活用

⑤デジタル
デバイド対

策

⑥先端的な
デジタル技
術の社会実

装

クリエイティブ関連企業数（累計） ●

４Ｋ・ＶＲ関連企業（者）数（累計） ●

Society5.0関連企業など情報通信関連企業の集積数（事業所）
（累計）

●

成長分野関連企業等の奨励指定企業数（累計） ●

４Ｋ・ＶＲ映画祭の開催 ●

３Ｄ・ＶＲショールームでの展示・イベント実施件数 ●

とくしまバーチャルパビリオンの構築・開設 ●

リアルとオンラインによる
ハイブリッド型の体験・滞在プロクラムの参加者数

●

リアルとデジタルが融合した「ハイブリッドな交流空間」の創出 ●

ＶＲ動画制作本数（累計） ●

とくしま経営塾「平成長久館」における
「第４次産業革命・ＤＸ関連講座」の講座数

● ●

県の支援を受け、県内でテレワークを導入した事業所数
（トライアル実施含む）（累計）

● ●

テレワークに関する相談対応件数／年 ● ●

テレワーカー及びテレワークコーディネーター養成数／年 ● ●

農林水産業におけるスマート化技術導入経営体数（累計） ●

スマート技術を活用した農作業受託事業者数（累計） ●

新技術の開発に向けた県と大学・企業との共同研究数（累計） ●

新たなイノベーション創出による農林水産物の産出額 ●

アグリサイエンスゾーンにおける
ローカル５Ｇを活用したスマート農業の推進

●

施設キュウリ栽培における新規就農者数（累計） ●

電子黒板や１人１台端末の県内公立学校（特別支援学校を含む）
における活用事例数（累計）＜ＧＩＧＡスクール構想の実装＞

● ●

県内公立学校におけるＧＩＧＡスクール構想に関する研修の
実施率

● ●

ＧＩＧＡスクールサポーターの配置 ● ●

県立高校における指導者用デジタル教科書の整備率 ●

県立高校での双方向遠隔授業・講座実施回数 ●

県立高校でのＡＲ・ＶＲ等デジタルコンテンツ授業実施回数
（累計）

●

県内全高校生を対象とした
「高校生ビッグデータ活用コンテスト」参加校数

●

小中学校におけるＣＢＴの実施 ●

ネット環境のない県立高校生世帯に対する
貸出用モバイルルーター整備率

●

徳島県生涯学習システムへのアクセス件数 ● ●

デジタルとくしま大賞の応募件数／年 ● ●

ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩに対応した委託訓練の技能習得者数 ●

ＤＸに対応する「デジタル機器」を活用できる技術習得者数 ●

中央テクノスクールのローカル５Ｇ基地局を活用した訓練による
５Ｇ技術習得者数

●

プログラミング教育出前講座の実施 ●

デジタル技術に関するキャリア教育出前講座の実施 ●

大学生の講師による中高生を対象とした科学技術指導講座
参加者数（累計）

●

デジタル技術に関する実務経験を有する人材の活用 ●

サイバー犯罪対処能力を有する者の育成 ●

⑪デジタル技術を活用し
た学校教育プロジェクト

⑫デジタル人材育成プロ
ジェクト

⑩スマート農林水産業プ
ロジェクト

９　官民データ活用推進基本計画における基本施策対応表－２

プロジェクト名 主な指標

官民データ基本施策

⑧とくしまクリエイティ
ブプロジェクト

⑨テレワーク推進プロ
ジェクト
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①行政手続
のオンライ

ン化

②システム
改革・業務
見直し

③オープン
データの推

進

④マイナン
バーカード
の普及・
活用

⑤デジタル
デバイド対

策

⑥先端的な
デジタル技
術の社会実

装

インターネット利用率 ●

プログラミング教育出前授業の実施（再掲⑫） ●

県民や財団会員等を大賞としたセミナーの充実 ●

表彰制度の拡大（ＧＩＧＡスクール構想に関する、
優れた取組を行った小中学校に表彰）

●

視覚障がい者のデジタル機器利用訓練人数（累計） ●

県シルバー大学校大学院ＩＣＴ視覚取得者数（累計） ●

老人クラブによる高齢者のデジタル機器利活用支援のための
研修開催数

●

「とくしまデジタル支援員」が講師等を務める
スマホ体験教室や相談会の参加者数

●

高齢者を対象としたスマートフォンの使い方に関する相談会の
開催数

●

県ＨＰ全てのスマートフォン、タブレット対応 ●

自動翻訳による県ＨＰの外国語（英語、ドイツ語、
中国語（簡体字／繁体字）、韓国語、ベトナム語）対応

●

県ＨＰにおけるウェブアクセシビリティ方針の実践 ●

県ＨＰにおけるウェブアクセシビリティ基準
適合レベルＡＡの準拠

●

ダイバーシティの観点に立った障がい者や外国人などへの
県ＨＰに関する県民アンケートの実施数

●

県が整備・補助した無料公衆無線ＬＡＮアクセスポイント数 ●

ネット環境のない県立高校生世帯に対する
貸出用モバイルルーター整備率（再掲⑪）

●

未来技術の活用事例数（累計） ●

５Ｇ活用事例数（累計）（ローカル５Ｇを含む） ●

５Ｇを活用した遠隔医療の推進 ●

アグリサイエンスゾーンにおける
ローカル５Ｇを活用したスマート農業の推進（再掲⑩）

●

とくしまＩｏＴプラットフォーム活用事例数（累計） ●

とくしまＩｏＴ等推進ネットワーク会員数（累計） ●

ドローン活用等事例数（新規活用事業計画数）（累計） ●

ものづくり分野における未来技術活用製品等開発支援件数
（累計）

●

介護ロボット導入支援（事業所数） ● ●

i-Constructionに基づいた県発注工事実施率 ●

ＩｏＴ・ＡＩ等の革新技術を導入したインフラ分野数（累計） ●

ダム・発電所等における点検困難箇所へのドローン活用件数
（累計）

●

ＩｏＴ等導入による電気事業施設のスマート化施設数（累計） ●

橋梁定期点検におけるＵＡＶ（ドローン）・ＡＩの
活用件数（橋）（累計）

●

バス情報のオープンデータ化 ●

「新たな公共交通システム」の構築 ●

オンラインやＳＮＳ等を活用し、
にし阿波の情報を発信した延べ外国人数

●

観光情報サイト総アクセス件数 ●

「ｅスポーツイベント（オンライン大会含む）」開催回数 ●

ＩＣＴ（愛して）とくしま大賞及びデジタルとくしま大賞
応募作品の利活用件数（累計）

●

Youtubeチャンネル「みぎアゲTV」の年間総再生回数 ●

オープンデータ数（件） ●

河川監視カメラ整備箇所数（累計）（再掲①） ● ●

道路監視カメラ整備箇所数（累計）（再掲①） ● ●

とくしまＩｏＴプラットフォーム活用事例数（累計）（再掲⑭） ● ●

バス情報のオープンデータ化（⑭再掲） ●

とくしまＥＢＰＭ研究会によるエビデンス提供数（累計） ● ●

中高生・大学生向けＲＥＳＡＳ講座の開催数／年 ● ●

⑬デジタルデバイド対策
プロジェクト

⑭Society5.0実装プロ
ジェクト

⑮データ利活用推進プロ
ジェクト

９　官民データ活用推進基本計画における基本施策対応表－３

プロジェクト名 主な指標

官民データ基本施策
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①行政手続
のオンライ

ン化

②システム
改革・業務
見直し

③オープン
データの推

進

④マイナン
バーカード
の普及・
活用

⑤デジタル
デバイド対

策

⑥先端的な
デジタル技
術の社会実

装

ローカル５Ｇの活用事例数（累積） ●

県域ローカル５Ｇ高速ネットワーク網の構築 ●

アグリサイエンスゾーンにおける
ローカル５Ｇを活用したスマート農業の推進（再掲⑩）

●

５Ｇを活用した遠隔医療の推進推進（再掲⑮） ●

中央テクノスクールのローカル５Ｇ基地局を活用した
訓練による５Ｇ技術習得者数／年（再掲⑫）

●

⑯ローカル５Ｇプロジェ
クト

９　官民データ活用推進基本計画における基本施策対応表－４

プロジェクト名 主な指標

官民データ基本施策
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①
貧
困

②
飢
餓

③
保
健

④
教
育

⑤
ジ
ェ

ン
ダ
ー

⑥
水
・
衛
生

⑦
エ
ネ
ル
ギ
ー

⑧
経
済
成
長
・
雇
用

⑨
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン

⑩
不
平
等

⑪
都
市

⑫
生
産
・
消
費

⑬
気
候
変
動

⑭
海
洋
資
源

⑮
陸
上
資
源

⑯
平
和

⑰
実
施
手
段

① ● ● ● ●

② ● ● ●

③ ● ● ●

④ ● ● ● ●

⑤ ● ●

⑥ ● ● ● ●

⑦ ● ● ● ● ● ●

⑧ ● ● ● ●

⑨ ● ● ● ● ● ●

⑩ ● ● ● ● ● ● ●

⑪ ● ● ●

⑫ ● ● ●

⑬ ● ● ● ● ●

⑭ ● ● ● ● ● ● ● ●

⑮ ● ● ●

⑯ ● ● ● ● ● ● ●

１０　ＳＤＧｓ対応表

データ利活用推進
プロジェクト

ローカル５Gプロ
ジェクト

デジタルデバイド
対策プロジェクト

Society5.0実装プ
ロジェクト

デジタル技術を活
用した学校教育プ
ロジェクト

デジタル人材育成
プロジェクト

とくしまサテライ
トオフィスプロ
ジェクト

とくしまクリエイ
ティブプロジェク
ト

テレワーク推進プ
ロジェクト

スマート農林水産
業プロジェクト

災害情報の共有推
進プロジェクト

行政サービスの向
上プロジェクト

マイナンバーカー
ド利活用プロジェ
クト

スマート自治体推
進プロジェクト

グリーン社会推進
プロジェクト

医療情報の共有推
進プロジェクト

- 106 -



リーディング オンリーワン ナンバーワン

①災害情報の共有推進
  プロジェクト

すだちくんメール及び徳島県公式LINEの
登録者数

●

②医療情報の共有推進
  プロジェクト

阿波あいネットの利用施設数 ●

③行政サービスの向上
  プロジェクト

地方公共団体が優先的にオンライン化を
推進すべき県の手続のオンライン化率

④マイナンバーカード利活用
  プロジェクト

マイナンバーカード交付率

⑤スマート自治体推進
  プロジェクト

公文書の電子化率
（電子決裁システム利用率）

⑥グリーン社会推進プロジェクト
2030年度温室効果ガス排出50%削減
（2013年度比）

●

⑦とくしまサテライトオフィス
  プロジェクト

サテライトオフィス進出企業数 ●

⑧とくしまクリエイティブ
  プロジェクト

クリエイティブ関連企業数 ● ● ●

⑨テレワーク推進プロジェクト
県の支援を受け、
県内でテレワークを導入した事業所数
（トライアル実施含む）

●

⑩スマート農林水産業
  プロジェクト

農林水産業におけるスマート化技術導入
経営体数

●

⑪デジタル技術を活用した
  学校教育プロジェクト

電子黒板や1人1台端末の県内公立学校
（特別支援学校を含む）における
活用事例数 <ＧＩＧＡスクール構想の実装>

●

⑫デジタル人材育成
  プロジェクト

デジタルとくしま大賞の応募件数

⑬デジタルデバイド対策
  プロジェクト

インターネット利用率

⑭Society5.0実装プロジェクト 未来技術の活用事例数

⑮データ利活用推進
  プロジェクト

オープンデータ数 ●

⑯ローカル５Ｇプロジェクト ローカル5Gの活用事例数 ●

１１　案件種別対応表

プロジェクト名 ＫＧＩ
案件種別
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◯用語集 

索

引 
用語 用語解説 

あ アクセシビリティ  情報通信分野においては、高齢者や障がい者等、ハンディ

を持つ人にとって、情報やウェブサービス、ソフトウェア等

が円滑に利用できることを意味する。 

アクセスポイント  コンピュータなどが電話回線や無線ＬＡＮ等を用いてネッ

トワークに接続する際の接続先の施設や機器のこと。 

アクティブシニア   元気で就労の意欲にあふれ、豊かな経験と知恵を持ってい

る高齢者のこと。 

阿波あいネット   医療機関や介護施設の間で、同意した住民の病名・投薬内

容・検査結果等の情報を共有し、医療・介護関係者が活用す

るネットワークシステムのこと。 

い イノベーション まったく新しい発想や革新的な方法から、新しい価値を創

造し、社会的な変化をもたらすこと。 

インクルーシブ   年齢、性別、障がいの有無、国籍等に関わりなく誰もが社

会の構成員として支え合うという考え方のこと。 

インターネット  通信プロトコル TCP/IPを用いて全世界のネットワークを

相互に接続した巨大なコンピュータネットワークのこと。 

え エシカル 人や地球環境、社会、地域に配慮した考え方や行動のこ

と。 

エバンジェリスト 最新テクノロジーやＩＴのトレンドをわかりやすくユーザ

ーに伝える役割の人のこと。 

お オープンイノベーショ

ン 

新技術・新製品の開発に際して、組織・業種の枠組みを越

え、広く知識・技術の結集を図ること。 

オープンデータ  公的機関等のデータを、一定の制限の元で誰もがアクセ

ス、再利用、再配布できるように、フォーマット処理されて

公開されたデータのこと。 

か 海部きゅうり塾 海部郡特産の施設きゅうりの産地再生に向け、海部郡３

町、かいふ農業協同組合及び県が連携し、新規就農者をきゅ

うり栽培の担い手として育成する研修機関。 

き キャッシュレス決済 「クレジットカード」、「電子マネー」、「スマートフォ

ン決済」などの決済手段で、現金を使用せずにお金を支払う

こと。 

業務改革 

（ＢＰＲ） 

業務プロセスを根本的に見直し、業務プロセス全体の最適

化を図る取り組みのこと。 

く クラウド（クラウドサ

ービス） 

従来は利用者が手元のコンピュータで利用していたデータ

やソフトウェアを、ネットワーク経由で、サービスとして利

用者の提供するサービス。利用者が端末等の環境を用意する

ことで、どの端末からでも、様々なサービスを利用できる。 
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索

引 
用語 用語解説 

こ 公共データ 政府、独立行政法人、地方公共団体等が保有するデータの

こと。 

公衆無線ＬＡＮ  店舗や公共のスペースなどに設置されたアンテナとパソコ

ン等を無線で接続し利用できるインターネット接続サービス

のこと。 

コワーキング 同じ組織や職務に従事しているわけではない人々が同じ空

間に集まって、それぞれ個別に仕事を進めるといった働き方

のこと。 

さ サイエンスゾーン 本県農林水産業の成長産業化及びその関連産業の振興を図

るため、産学官が連携し次世代を担う人材の育成と研究開発

を進め、新たなイノベーションを創出する知と技の集積拠

点。アグリ、フォレスト、マリンの３つのゾーンがある。 

サイバー攻撃 インターネット等から国や企業等のコンピュータやネット

ワークに不正に侵入して、データを盗み見たり、改ざんを行

なったり、システムを機能不全にする等の行為のこと。 

サイバーセキュリティ  インターネット等から国や企業等のコンピュータやネット

ワークに不正に侵入して、データを盗み見たり、改ざんを行

なったり、システムを機能不全にする等の行為から、コンピ

ュータやネットワークの安全を確保すること。 

サテライトオフィス  企業等が本拠から離れたところに設置する通信設備等を備

えた遠隔勤務ができるオフィスのこと。 

し 施設園芸アカデミー 施設園芸において、温度、湿度、炭酸ガス濃度など、ハウ

ス内の環境要素を見える化し、データに基づく最適な栽培管

理を行う環境制御技術を駆使する人材を育成する県の研修講

座。 

自治体デジタル・トラ

ンスフォーメーション

（ＤＸ）推進計画 

「デジタル・ガバメント実行計画」における各施策につい

て、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化した

計画。 

情報セキュリティ 情報の機密性（認められた者のみアクセスできること）・

完全性（情報が改ざん・消去されていないこと）・可用性

（必要時にアクセスできること）を保つこと。 

す スマートグラス メガネと同様の形状をしたウェアラブルデバイスで、メガ

ネのように目の周辺に装着する。 

スマートフォン 従来の携帯電話端末の有する通信機能に加え、アプリケー

ションを自由に導入して利用できるパソコンのような機能が

備わった携帯型の端末のこと。 

せ 世界最先端デジタル国

家創造宣言・官民デー

タ活用推進基本計画 

２０１８年６月に発表した国家戦略。ＩＴを最大限活用し

た簡素で効率的な社会システムの構築を目指し、政府の徹底

的にデジタル化と、地方公共団体や民間の抜本改革により、

国民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる社会を実

現することを謳っている。 
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索

引 
用語 用語解説 

そ ソーシャルメディア ブログ、ソーシャル・ネットワーキング・サービス  

（ＳＮＳ）、動画共有サイト等のことで、利用者がインター

ネット上で情報を交換し、形成していくメディアのこと。 

た タブレット 液晶ディスプレーなどの表示部分にタッチパネルを搭載

し、指で操作したり簡易キーボードを組み合せてパソコンの

代わりに利用する例が増えている携帯情報端末のこと。 

て デジタル・ガバメント

実行計画 

２０１９年１２月に閣議決定された計画。社会全体のデジ

タル化の中で、国、地方公共団体、民間事業者、国民その他

の者があらゆる活動においてデジタル技術の便益を享受し、

一人ひとりのニーズに合った形で社会課題を解決しつつ、安

全で安心な暮らしや豊かさを実感できるようにすることを目

指している。 

デジタル社会の実現に

向けた重点計画 

デジタル庁を司令塔として、デジタル社会の形成に向けた

官民の施策や取組を迅速かつ重点的に推進する観点から策定

したものであり、国、地方公共団体、民間をはじめとする社

会全体のデジタル化について関係者が一丸となって推進すべ

き取組を示すことによりデジタル社会の形成に向けた羅針盤

となる計画。 

デジタルデバイド インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる

者と利用できない者との間に生じる格差のこと。 

デジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ） 

デジタル技術の浸透により、既存の価値観や枠組みを変革

していくこと。 

テレワーク  情報通信技術を活用して、場所や時間にとらわれない柔軟

な働き方のこと。在宅勤務、モバイルワーク、サテライトオ

フィスでの勤務、ＳＯＨＯ、在宅ワーク、クラウドソーシン

グなど様々な形態がある。 

電子黒板  電子化されたホワイトボードのようなもので、ボードへの

書き込み、内容の保存、パソコンやスキャナーとの連動によ

る画像の表示等ができる装置のこと。 

電子申請システム 窓口サービスとして行っている各種行政手続の受付を、イ

ンターネット上で行えるサービスのこと。 

は バーチャルパビリオン バーチャル空間におけるパビリオン（展示会）のこと。 

ひ ビッグデータ ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ

間の関係性などを分析することで新たな価値を生み出す可能

性のあるデータ群のこと。 

ふ プラットフォーム ものごとの基礎・基盤のこと。 

ブロードバンド  光ファイバー等の普及によって実現された高速な（概ね 

１Mbps以上）インターネット通信網のこと。 
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ほ 包括的データ戦略 信頼と公益性の確保を通じてデータを安心して効果的に使

える仕組みを構築するとともに、世界からも我が国のデータ

そのものやその生成・流通の在り方に対する信頼を確保し、

世界で我が国のデータを安心して活用でき、また、世界のデ

ータを我が国に安心して預けてもらえるような社会を目指す

ための戦略。 

ま マイキープラットフォ

ーム 

マイナンバーカードを様々なサービスを呼び出す共通ツー

ルとして利用するための情報基盤。 

マイナポータル マイナンバー制度の導入に併せて新たに構築した、国民一

人ひとりがアクセスできるポータルサイトのこと。具体的に

は、自己情報表示機能、情報提供等記録表示機能、プッシュ

型サービス、ワンストップサービス等を提供する基盤であ

り、国民一人ひとりが様々な官民のオンラインサービスを利

用できる。 

マイナンバー 

（個人番号） 

日本国内に住民票を有する全ての方が一人につき１つ持つ

１２桁の番号のこと。外国籍でも住民票を有する方には住所

地の市町村長から通知される。マイナンバーは行政を効率化

し、国民の利便性を高め、公平、公正な社会を実現するため

の社会基盤。その利用範囲は法令等で限定されており、平成

２８年１月から順次、社会保障、税、災害対策分野の行政手

続で利用されている。 

ゆ ユーザーエクスペリエ

ンス（ＵＸ） 

ある製品やサービスとの関わりを通じて利用者が得る体験

およびその印象の総体。使いやすさのような個別の性質や要

素だけでなく，利用者と対象物の関係の最初から最後までの

間に生まれる経験の全体が含まれる。 

り リテラシー その分野における知識、教養、能力のこと。 

ろ ローカル５Ｇ 現在の４ＧＬＴＥに比べ、「高速に通信できる」、「遅延

が少ない」、「多数が接続できる」等の特徴がある５Ｇを、

地域や個別のニーズに応じて企業や自治体等が個別に利用で

きる５Ｇネットワークのこと。 

４ ４Ｋ 現行のハイビジョンを超える解像度の映像のこと。水平方

向の画素数が約４千であることから、４Ｋと呼ばれる。 

５ ５Ｇ 「超高速」「超低遅延」「多数接続」といった特徴を持つ

次世代の移動通信システムのこと。２０２０年の実現が期待

されている。 

Ａ ＡＩ（人工知能）  Artificial Intelligenceの略である。人工的な方法によ

る学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法

により実現した当該機能の活用に関する技術のこと。 

Ｃ ＣＩＯ  Chief Information Officerの略である。日本語では「最

高情報責任者」「情報システム担当役員」「情報戦略統括役

員」などと訳される。企業や行政機関等といった組織におい

て情報化戦略を立案、実行する責任者のこと。 
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Ｅ ＥＢＰＭ（Evidence-

based Policy Making） 
政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に

基づくものとすること。 

Edtech   教育（Education）とテクノロジー（Technology）を組み

合わせた造語。 教育業界や教育市場にイノベーションを起

こすビジネスやサービスなどの総称。 

Ｆ ＦＩＴ制度  再生可能エネルギー源（太陽光、風力など）を用いて発電

された電気を、国が定める価格で一定期間、電気事業者が買

い取ることを義務づける制度。 

Ｇ ＧＩＧＡスクール構想  ＧＩＧＡは Global and Innovation Gateway for All の

略。子供たち一人一人に個別最適化された創造性を育む教育

の実現に向け、ＩＣＴや先端技術を効果的に活用し、児童生

徒一人一台端末の実現と連動した一連の施策パッケージに基

づく構想のこと。 

Ｉ ＩＣＴ Information and Communications Technologyの略で、情

報や通信に関する技術の総称のこと。 

ＩｏＴ Internet of Things（モノのインターネット）の略であ

る。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがイン

ターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノ

のデータ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価

値を生み出すというコンセプトを表した語である。 

i-Construction 調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの

全ての建設生産プロセスでＩＣＴ等を活用して、建設現場の

生産性の向上を目指す。 

Ｊ Ｊアラート（全国瞬時

警報システム） 

弾道ミサイル攻撃に関する情報や緊急地震速報、津波警

報、気象警報などの緊急情報を、人工衛星及び地上回線を通

じて全国の都道府県、市町村等に送信し、市町村防災行政無

線（同報系）等を自動起動することにより、人手を介さず瞬

時に住民等に伝達するシステムのこと。 

Ｌ Ｌアラート（災害情報

共有システム） 

避難情報や避難所情報といった、安心・安全に関わる公的

情報など、住民が必要とする情報が迅速かつ正確に住民に伝

えられることを目的とした情報基盤のこと。全国の情報発信

者（地方公共団体等）が発信した情報を、地域を越えて全国

の情報伝達者（メディア等）に一斉に配信できるので、住民

はテレビ、ラジオ、携帯電話、ポータルサイト等の様々なメ

ディアを通じて情報を入手することが可能となる。 

ＬＩＮＥ  ＬＩＮＥ株式会社が提供するソーシャル・ネットワーキン

グ・サービスで、通話機能やテキストチャットなどの機能を

有する。 

Ｐ ＰＰＡ方式  Power Purchase Agreementの略。本来は電力小売事業者と

需要家が直接結ぶ契約のことを指す。ここでは、発電設備の

所有権をＰＰＡ事業者に留保して、需要家が発電電力を消費

するモデルを指す。いわゆる「屋根貸し」。 
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Ｒ ＲＥＳＡＳ 内閣官房が運営している地域情報を可視化するＷｅｂアプ

リケーションのこと。 

ＲＰＡ Robotic Process Automationの略である。ＡＩ等の技術を用

いて、業務効率化・自動処理を行うことである。 

Ｓ ＳＤＧｓ Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）

の略。２０１５年９月の国連サミットで採択され、加盟 193

か国が２０３０年までに達成するために掲げた目標。持続可

能な世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲッ

トから構成されている。 

ＳＮＳ Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキ

ング・サービス）の略で、参加者が共通の興味、知人などを

もとに様々な交流を図ることができるよう、個人間の交流を

支援するインターネットのサービスのこと。 

Society5.0 サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることに

より、地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニ

ーズ、潜在的なニーズにきめ細やかに対応したモノやサービ

スを提供することで経済的発展と社会課題の解決を両立し、

人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのでき

る、人間中心の社会のこと。 

Ｔ Twitter（現：Ｘ） 米エックス社の提供するソーシャル・ネットワーキング・

サービスで、１４０文字以内のメッセージや画像などを投稿

できる。 

Ｕ ＵＡＶ 飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船であって人が乗る

ことができないもののうち、遠隔操作又は自動操作により飛

行させることができるドローン等の内、２００ｇ以上の重量

のもののこと。 

Ｖ ＶＲ Virtual Realityの略である。コンピュータ上に仮想的な

世界を作り出し、あたかも現実にそこにいるかの様な体験を

させる技術のこと。 

Ｚ ＺＥＢ・ＺＥＨ net Zero Energy Building、net Zero Energy Houseの

略。ＺＥＢはエネルギーを自給自足し、化石燃料などから得

られるエネルギー消費量がおおむねゼロとなる建築物のこ

と。ＺＥＨは自宅で「創るエネルギー」が「使うエネルギ

ー」よりも大きい住宅のこと。 
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